
事業番号 - - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

-

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

国家公務員身分証に必要な職員情報等の設定・管理等の機能を持つ共通発行管理システム等の安定稼働のため、各府省からのカード発行業務におけるシステム
操作支援、入退館ゲートシステムの導入や更改への支援、サーバへのパッチ適用の設計及び作業、サポート切れソフトウェアの切替え対応等を実施する。
また、より効率的なシステム運営を実施するために、最新の環境への移行を実施する。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) - 33 68

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

- - - - -

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) - - - - -

- - -

-

令和3年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 デジ 22 0001 24

デジタル庁

政策 情報通信技術等の適正・効率化に関する施策の推進

事業の目的
（5行程度以内）

「『日本再興戦略』改訂2015」(平成27年6月30日閣議決定)及び「世界最先端IT国家創造宣言」(平成27年6月30日閣議決定)においてマイナンバーカードの普及・利活
用の促進のため「2016年1月から国家公務員身分証との一体化を進め」るものとして位置付けられた。本事業では、マイナンバーカードと国家公務員身分証の一体
化を進めることを通じ、それまで各府省庁で区々となっていた国家公務員身分証の規格の統一化を実現するとともに、これに伴う国家公務員身分証の発行業務及
び発行システムの共通化による運用コスト削減を実現する。

国家公務員身分証共通発行管理システ
ム班

企画官　小川　力也

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
デジタル庁設置法（令和３年法律第36号）第４条第２項第19号

関係する
計画、通知等

-

事業名 国家公務員身分証共通発行管理システム 担当部局庁 省庁業務サービスグループ 作成責任者

事業開始年度

施策 情報システムの整備

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.digital.go.jp/policies/assessment/

事業概要URL -

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) -

-

執行率（％）
=(G)/(F)

- - -

当初予算＋補正予算に対する執行額の
割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
-

主な増減理由（・要望額・予備費）

-

令和6年度要求

-

マイナンバーカードカードと国家公務員身分証の一体化がなされていない府省等が存在することから、国家公務員身分証の規格の統一化が完了していない。マイナ
ンバーカードと国家公務員身分証の一体化がなされている府省等については、国家公務員身分証の発行業務及び発行システムが共通化されているため、運用コス
トの削減に寄与している。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

第一期政府共通プラットフォーム環境は令和５年度末をもって廃止となるため、同年度中にガバメントクラウド環境へ移行するという実績を出す必要があることから、
複数のアウトカムが設定できない。

-

-- -

成果目標①-3の
設定理由

（長期アウトカム
へのつながり）

アウトプットの内容とアウトカムの内容は同様と考えている。

成果実績

成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 単位

目標値

- -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

-

-

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

-

令和2年度 令和3年度 令和4年度
年度

目標年度

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

令和2年度 令和3年度

-

-

定量的な成果指標

- 目標値

年度

令和５年度中に、国家公務員身分証共
通発行管理システムを第一期政府共通
プラットフォーム環境からガバメントクラ
ウド環境へ移行する。

-

達成度

単位 令和2年度

-

- - -

-

成果実績

目標最終年度

達成度 ％

↓

活動内容①
（アクティビティ）

利用する共通基盤のガバメントクラウド
への移行

ガバメントクラウドへの移行
活動実績

年度
定量的な成果指標 単位

- -

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み -

- -

-

活動目標 活動指標

-

達成度 ％

-

↓

- -

成果実績

-

令和５年度中に、国家公務員身分証共通発行管理システムを第一期政府共通プラットフォーム環境からガバメントクラウド環境へ移行するために、システム構築を
実施する事業者への管理を適切に実施する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

ガバメントクラウドへの移行のためのシステム改修、ガバメントクラウド移行に伴う地方公共団体情報システム機構、ガバメントクラウド担当、第一期政府共通プラット
フォーム担当等との各種調整

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

アウトプットとアウトカムが同一であり、現時点で定量的なアウトカムを設定することが困難である。

- - - -

目標値 - - - -



活動内容②
（アクティビティ）

使用しているICカードの統一化及び各府省等が独自に運用している発行管理システムの利用から国家公務員身分証共通発行管理システムの利用への統一化を進
めるために、システムの移行支援を進める。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

国家公務員身分証の規格の統一化及び
それに伴う発行システムの共通化による
運用コスト削減の実現

国家公務員身分証共通発行
管理システムの利用機関数

活動実績 機関 - 152 157 165 165

当初見込み 機関 - 152 152 152 152

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

各府省等が独自に運用している入退館管理システムの利用から国家公務員身分証共通発行管理システムの利用へ移行することにより、類似システムを各府省等
で所有する必要がなくなることから、国家公務員身分証発行に係る総コストの削減に寄与すると考えられるため。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

国家公務員身分証共通発行管理システ
ムの稼働コストの削減（当初コスト286百
万円－試算コスト185百万円＝目標値
101百万円）

システム稼働コストの削減
額

成果実績 百万円 - 186 186 -

目標値 百万円 - 101 101 101

達成度 ％ - 184.2 184.2 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

システム導入費用（整備経費／年）、年間運用費

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

成果目標及び成果実績
②-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

年度

- -

成果実績

目標値

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

システム導入費用（整備経費／年）、年間運用費

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

↓
成果目標②-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

各府省等が独自に運用している入退館管理システムの利用から国家公務員身分証共通発行管理システムの利用へ移行することにより、類似システムを各府省等
で所有する必要がなくなることから、国家公務員身分証発行に係る総コストの削減に寄与すると考えられるため。

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

国家公務員身分証共通発行管理システ
ムの稼働コストの削減（当初コスト286百
万円－試算コスト185百万円＝目標値
101百万円）

システム稼働コストの削減
額

- 186 186 -

目標値 百万円 - 101 101 101

達成度 ％ - 184.2 184.2 -

成果実績 百万円

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和6年度実施)

-
点検結果 各アクティビティの成果指標は順調に推移している。

-

-

事業の有効性・効率性・成果について、適切かつ的確に検証し、効率的執行に努めるべき。なお、アウトカムが複数設定できない理由については、本事業は実施年
度が短期間で段階的なアウトカムの設定が難しい事業であることから、理由は妥当であると考える。

外部有識者の所見

アウトカムについては、定量的なアウトカムの設定を引き続き検討されたい。

0001 26

2021 官房

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0023

-

-

令和2年度 内閣官房 新02 0002

0005

令和4年度 2022 デジ 21

各アクティビティについて、目標年度に向け引き続き取り組む。

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度

平成29年度 内閣官房0014

令和3年度

平成27年度

内閣官房

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度

平成25年度

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

引き続き、事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、効率的執行に努める。

現状通り

現状通り

平成30年度 内閣官房0013

平成23年度

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

計 28.4 計

外部委託
国家公務員身分証 共通発行管理システム等における運用・保守業
務の請負

28.4

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C. D.

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ
いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 40 計 23.1

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

外部委託
国家公務員身分証共通発行管理システムのクラウド移行に関する
調査研究

40 外部委託
国家公務員身分証共通発行管理システムのクラウド移行に
関する調査研究

23.1

A.日本電気株式会社

４０百万円
デジタル庁

委託【一般競争（総合評価）】

クラウド移行に関する調査研究

C.トランスコスモス株式会社

２８．４百万円

委託【一般競争（最低価格）】

システム運用・保守

B.NECソリューションイノベータ株式会社

２３．１百万円



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

一般競争契約
（最低価格）

1 -

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった理

由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 C
トランス・コスモス株
式会社

3011001041302
国家公務員身分証共通発行管理シ
ステムの運用・保守業務の請負

54.4

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- －

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 トランス・コスモス株式会社 3011001041302
国家公務員身分証共通発行管理システ
ム等における運用・保守業務の請負 28.4

一般競争契約
（最低価格）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

－

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
ＮＥＣソリューションイノベータ
株式会社

7010601022674
国家公務員身分証共通発行管理システ
ムのクラウド移行に関する調査研究 23.1

一般競争契約
（総合評価）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 日本電気株式会社 7010401022916
国家公務員身分証共通発行管理システ
ムのクラウド移行に関する調査研究 40

一般競争契約
（総合評価）

1 100％ －

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率


